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経営における企業倫理の浸透・定着の仕組み・仕方に関する一考察
一経営理念から企業文化にいたる経営における善循環サイクルの構築－
博士学位請求論文要旨
東洋大学大学院経営学研究科経営学専攻博士後期課程
4310090004萩原道雄
現代は変化の時代であり、自然環境や社会環境における根源的変化として、我々の生活
を揺さぶりつつ、社会、経済、政治に大きな影響を与えるものが3つある。1番目が家父長
制の衰退、2番目が化石燃料の減少、3番目が文化的価値観の変化「パラダイムシフト」で
ある(Capra，1994)。また、アメリカ型金融資本主義「グロー バル資本主義」がその欠陥
を露呈し始め世界経済が変調を起している時代でもある（中谷、2008)。そしてパラダイム
シフトとは現代の西洋の文化を形成し他の文化圏にも大きな影響を与えている思考・認
識・価値（グローバル資本主義の根底にあるもの）の大きな変化であり、それは西洋的価
値観から東洋的価値観への変化である。したがってこれからの企業の基本的価値観は西洋
的価値観の主流である機械論的価値観ではなく、世の中は無常であることの認識と自然と
の共生に価値を見出す生態論的価値観であることが必要である。
本研究は、このような時代背景の中で、社会との調和、自然との共生をはかりつつ、企
業が持続可能性を追求するための最善の道は、日本の伝統文化に基づく企業倫理を根幹に
持ち経営を実践することであり、そのための企業倫理を根幹に入れ込むすなわち企業倫理
を浸透・定着させる経営における仕組み・仕方（実践手法)、重要事項を論じたものである。
第1部では、倫理および企業倫理ならびに社会との関係を論じた。
第1章では、まず、我々の社会生活における倫理の意味を問い、先行研究を紐解いて、
倫理の定義を「自然と人、人と人の間の関係をよりよくさせるための秩序、エントロピー
の増大を防ぐ翻意味での秩序、すなわち人として実行すべき道でありそれは実践道徳の拠り
所となる原理である」とした。次に日本の倫理は伝統的に神道、仏教、儒教の中にみられ
ることから、神道、仏教、儒教を小史的に概説し、神道、仏教、儒教と我々日本人の倫理
観の関係を論じた。
企業倫理は企業における倫理であるので、家業が企業になった、すなわち組織的な経営
が行われるようになった江戸時代初期に筆を運び、企業倫理の系譜を探った。
企業倫理の系譜は江戸時代初期に職業倫理をはじめて唱えた鈴木正三の思想・哲学を論
じ、次に江戸時代中期に士農工商の区分を天と地、日と月、自然の様々な現象を例に挙げ
て、貴賤の問題ではなく世の中の役割が違うのだと論じ、正しい道で利益を上げるのは商
人の取るべき道と主張し、商人に誇りと自負をもたらした石田梅岩の商人道の思想・哲学
を論じ、さらに江戸時代後期から明治時代初頭に藩や村の財政改革を報徳の思想で実践し
た二宮尊徳の思想・哲学を論じた。次に、明治時代に知行合一を説き産業の発展に多大な
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貢献をした渋澤栄一の『論語と算盤」に代表される思想・哲学を論じ、最後に、昭和時代
に政財界の指導者たちに師と仰がれた安岡正篤の東洋倫理に基づく思想・哲学を論じた。
論じてきた各人の思想・哲学の基盤には神道、仏教、儒教の思想・哲学がみられるが、そ
れらは日本の文化として混清しているものである。石田梅岩、渋澤栄一、安岡正篤におい
ては儒教的思想・哲学が表に出てきていることを考察した。上記5人の思想・哲学から日
本の伝統文化に基づく企業倫理の拠って立つところを考察すると、①自然（天・地）の中
での歴史的生存、②自然（天・地）の本質を見極めその貝ﾘに従う、③天・地（全体）の構
成単位の個（人)、しかし個（人）の中にも天・地（全体）がある、を挙げることができる。
そして、キーワードとしては正直、思いやり、倹約、勤勉、謙譲、孝行をあげることがで
きる。
第2章では、企業倫理とコンブライアンスと企業の社会的責任(CSR)をそれぞれ論じ、
その関係を論じた。まず企業倫理の定義を「自然と人、人と人の間の関係をよりよくさせ
るための秩序、エントロピーの増大を防ぐ、意味での秩序であり、それは経営に関する組織
と構成員の実行すべき道であり、実行の拠り所となる実践道徳の原理である」と定めた。
企業倫理と利益の関係についてこれまで多くの議論がなされているが、先行研究から、
また企業の事例から、企業倫理と利益は相当に重複するようになったと考察される。企業
倫理の経営者にとっての意義を考察し、ベターウエイ（そのほうがよい）という極めてシ
ンプルな理由(Paine、2004)を経営者が持つことが企業倫理の浸透・定着にとって効果的
であることを論じた。コンブライアンスに関してはその意義のみを述べ、企業の社会的責
任(CSR)を述べる中で、これからの企業の社会的責任はメセナやフィランソロピーの視
点だけでは最早社会に対する責任を全うすることができず、社会とのまた環境との関係の
中で、戦略的にCSRを実践していくべきことを論じた。企業倫理とコンブライアンスと企
業の社会的責任(CSR)との関係を図3:企業の社会的責任の概念図および図4:戦略的
CSRマネジメントの基本コンセプトで示した。
ヒトモノカネ
第3章では、企業倫理の欠如に基づく企業の不祥事を経営の4要素である人・物・金・
情報で分類し、事例によりその原因と対策を論じた。いずれの事例においても、企業倫理
が経営トップから従業員に真の意味で、行動の基盤として、浸透・定着していないことが
不祥事の原因であった。したがって、不祥事を起こした企業の立て直しには企業倫理の浸
透・定着の実践手法（重要事項）の地道な実行しかない。企業不祥事を未然防止し、ある
いは事後処理をする為にはリスク・マネジメントを構築することが肝要であり、リスク・
マネジメントを概説し、その重要性について事例を挙げて説いた。
第4章では、視点を社会に移し企業倫理を定着させる社会の役割として会社法等の法的
規制、経済団体の対応と行動、世界の各機関における対応と行動を論じた。
法的規制では会社法の次に2008年4月1日以降開始する事業年度から適用がはじまった
日本版SOX法の全体像を述べ、日本版SOX法に基づく内部統制システムの構築に関する
メリットとデメリットを述べた。コストがかかる、企業の勃興期に成長を阻害する恐れが
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あるなどのデメリットに関しては、2011年4月に内部統制の実施基準について簡素化、明
確化された改正法が施行されたので、デメリットの軽減がどの程度になるかは今後明らか
になる。
経済団体の対応と行動に関しては、日本の代表的な経済団体、日本経済団体連合会（経
団連)、経済同友会（同友会)、東京商工会議所（東商）を取り上げ対応と行動を述べた。
経団連は企業憲章とその手引きを作成､発信しており、企業倫理に関しては奥田会長（2003
～2005年）をﾛ窩矢として歴代の会長が企業倫理徹底の要請を発信している。同友会は2007
年に「経営者のあるべき姿とは一確固たる倫理観に立脚したプロフェッショナリズムとリ
ーダーシップ－」の提言を発信し、2010年に経営者の倫理観と高い志に関する提言「日本
的コーポレート・ガバナンスの更なる深化」を発進した。東商は中小企業が取るべき行動
を「企業行動規範」（本編、入門編、解説編）としてまとめ、それを小冊子の配布やウエブ
サイトから、会員企業（中小企業）へ周知・徹底を図っている。「行動規範の実施」にあた
っての章では、企業経営トップの姿勢として経営者自身の倫理観を日々高め、また従業員
に対し日々の倫理観を示すことの重要性を説いている。
世界の各機関における対応と行動については各機関からの代表的な社会的評価・基準の
一覧表を作成した（出所：中村、2010)。それらの社会的評価・基準の中から、企業にイン
パクトを与えている､国連グロー バル･コンパクト､SA8000(SocialAccountability8000)、
ISO26000社会的責任に関する手引きを取り上げ論じた。これらはグローバル時代における
企業の社会的責任の評価・基準であり、これらの社会的評価・基準の遵守は企業の持続可
能性にとって必至のものであり、さらには積極的な戦略的展開の為の要素となっているこ
とを論じた
第2部では、第1部を踏まえたうえで、企業経営に視点を移し、経営における企業倫理
の浸透・定着に効果的な仕組み・仕方（実践手法）を次の重要事項（6項目十6小項目）に
分類し先行研究を紐解きベスト・プラクティスの事例により論じた。
1．倫理的価値観を根幹に持つ経営理念の浸透・定着
2．経営理念の浸透・定着に効果的なリーダーシップ
3．倫理的経営者の育成と選抜
4．採用時における倫理・価値観の重視
5．環境整備の実行（職場の清掃・掃除と整理・整頓の重視）
6．企業倫理の内部制度化（企業倫理規程の策定等の6小項目）
これらの重要事項を経営戦略課題として実行することにより、企業倫理は企業の構成員
の心に浸透・定着し企業倫理に基づく意思決定と行動が行われ、その結果として企業文化
が変革すること、そして、経営理念の浸透・定着を出発点として他の重要事項が相互に関
係し合いながら、経営全体の効果化が図られて行く経営のあり様が、経営理念から企業文
化にいたる経営における善循環サイクルの構築である。大企業においては企業倫理の浸
透・定着のためには1．～6.の重要事項の経営戦略課題としての実践が必要であるが、中小企
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業においては1.～5.の重要事項を経営戦略課題として実践することにより経営理念の浸
透・定着がなされる場合があることも論じた。
第5章では、倫理価値観を根幹に持つ経営理念の浸透・定着について、まず経営理念の
小史をキッコーマングループから概観し、経営理念の企業における重要性を松下幸之助（松
下電器産業、現パナソニックの創業者）の言葉から探り、先行研究から経営理念の意義や
定義を論じた。筆者は経営理念の構造を、「経営理念＝経営基本理念（基本価値観）＋経営
ビジョン（ありたい姿)」と定めた。事例研究としてリッツ・カールトン・ホテル、雪印乳
業（現雪印メグミルク、以下省略）ネッツトヨタ南国、J・アート・レストランシステムズ
（現J･アート、以下省略）の経営理念を取り上げ、経営理念の構造分析を行い、それらの
経営理念には日本の伝統文化としての企業倫理の本質が埋め込まれていることを論じた。
第6章では、経営理念の浸透・定着に効果的なリーダーシップ（対話の重視）を論じた。
まずマーケティング的に企業を内部市場とし、従業員を顧客と考え、従業員の知覚を変革
させる方法論を論じ、続いてリーダーシップの中核、普遍原則、構造論を論じ、経営理念
の浸透・定着に効果的なリーダーシップの態様はサーバントリーダーシップであることを
論じた。リーダーシップの発揮の場では対話が最も効果的であり、対話型リーダーシップ
の態様として事例研究から「従業員との直接対話｣、「メールによる対話｣、「MBWA
(ManagementbyWalkingabout)による歩き回りの対話」を示した。
経営理念の浸透・定着のためのリーダーシップは、経営理念を経営トップ（会長、社長、
カンパニー社長など）の思いとして、その思いを伝達するため色々な態様の対話から効果
的なものを選択し、あるいは複合的に組み合わせて、日常の中で相互的に思いを伝達する
こと傾聴することの実践を行うことであることを示した。
第7章では、採用時における倫理・価値観の重視を論じた。企業の経営者、従業員が倫
理的であり、組織が倫理的であるために企業がなすべきことは、企業の倫理・価値観（経
営理念）を共有できる従業員の採用である。人材採用試験において知識の試験に偏重する
と企業の将来に禍根を残す恐れがある。採用された人材が企業の倫理・価値観（経営理念）
さらに言及すれば企業文化を共有できなければ、自己との葛藤が起こり仕事への熱意が薄
れ自らの達成感を持つことができず、企業にとってはありたい姿に向かっているときに倫
理・価値観（経営理念）が異なる人材ではチームワークが効果的になされず、ムダ・ムリ・
ムラが生じ、業績に悪影響を及ぼすことを論じた。
リッツ・カールトン・ホテルおよびネッツトヨタ南国における人材採用の事例を挙げ考
察したが、両社とも従業員の採用に関してはその企業の倫理・価値観（経営理念）との整
合性を詳細にわたり採用企業側と志願者が話し合い、両者納得の上で採用となることを示
した。人材採用という入り口に資金と時間を投入することが企業倫理の徹底にとって重要
であり、長期的に見て企業の業績向上に寄与すること、また人材採用に関わる費用は、将
来に関わることであるので財務上の費用（コスト）ではなく投資と考えるべきことを論じ
た。
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第8章では、倫理的経営者の育成と選抜について論じたが、経営者は育成できるかの問
いに対して、経営者の能力は先天的なものではなく育成できるという説と先天的なものが
なければ育成できないとする説を取り上げ論じた。
まず育成できる方であるが、経営者の育成に関しては資質・能力（スキル）の習得プロ
セスを構築し習慣化することおよび体験を通じて習得することにより経営者の育成が可能
であり、企業倫理に関しては経営者のスキルに無私の倫理観があり育成のカギの一つとな
っていることを論じた（菅野、2011)。多くの経営者はこの観点に立っている。次に先天的
なものを必要とする方であるが、経営者としての資質・能力(CEO細胞）を潜在的に持つ
人材を若いうちに発掘する下位のレベルのリーダーの役割とそのような人材をCEOに育て
る徒弟制モデルについて述べ､徒弟制度モデルにおいてはCEO候補の上司がメンターとし
て指導を行い、評価とフィードバックを通して育成と選抜を行うことを示した(Charan、
2009)。企業倫理に関してはメンターとしての上司における倫理価値観が重要とされており、
それが徒弟であるCEO候補に移植されて行くことを論じた。続いて日本の企業の人事評価
の特徴である仕事の多元的、多面的、多重的、信頼チェックシステムについて論じ、信頼
チェックシステムは倫理的経営者の育成と選抜に有効に機能することを論じた。筆者はす
べの人が経営者（リーダー）としての資質・能力を先天的に持っているとは考えていない
が、潜在的な能力をもつ将来の経営者候補を早期に発掘し経営者として育成・選抜するプ
ログラムの開発の重要性を論じた。
第9章では、環境整備の実行（職場の清掃・掃除と整理・整頓の重視）を論じた。環境
整備とは、まず仕事の場の清掃・掃除から始まり、仕事の整理・整頓へと続き、働く人々
の心が企業目的に向かって素直になり、そして仕事の効果化へ進み、その結果として業績
の向上へ続く、経営の一連の良い循環のプロセスである。企業倫理は当然のこととして働
く人々に埋め込まれて行くのである。このような環境整備のプロセスは、働く人々にとっ
ても、企業にとっても、また企業内部から外部へと環境整備が行われるので企業周辺の社
会にとっても良い結果をもたらすと思われる。環境整備は今や経営戦略の一環として位置
付けられている。日本の伝統文化（神道、仏教、儒教）における清掃観を示し、企業にお
ける一般的な整理・整頓活動(5S活動）を紹介し、環境整備の実際をイエローハットと武
蔵野の事例により示した。環境整備における心の整備に関しては、森信三（2000）のしつ
け論「形から身につける」より論じた。
第10章では、重要事項6．の企業倫理の内部制度化を論じた。企業倫理を浸透・定着させ
るための制度的重要事項を論じるものであるが、先行研究の考察と筆者独自の考察により、
内部制度化における重要事項（6つの小項目）に関して次の通り定めた。
第1節企業倫理規程（倫理綱領等）の策定
第2節企業倫理の推進・相談組織の構築
第3節企業倫理の教育・訓練
第4節教育・訓練を超えた学習
5
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第5節企業倫理の内外への情報発信
第6節企業倫理のレベル評価
いずれの節も先行研究および事例により考察をしているが、事例に関してはベスト．プ
ラクテイスのものをまたベンチマーキングの対象となり得る企業を選択し提示した。
第1節では、企業倫理規程（倫理綱領等）の策定について論じた。企業倫理規程は経営
理念に基づくものであり、名称は倫理綱領、企業行動規範、企業行動基準と様々である。
事例として富士ゼロックスの経営理念、ビジョン、企業倫理規程、ALL-FX行動規範、お
よび雪印乳業の行動基準、ならびにネッツトヨタ南国のコンブライアンス・マニュアル、
行動指針を示した。
第2節では、企業倫理の推進組織、相談組織の構築に関しては標準的な企業倫理・コン
ブライアンス委員会などの推進・相談組織に関する制度をまず示し、外部報告・相談制度
の重要性を述べた。事例として富士ゼロックスおよび雪印乳業の企業倫理の推進・相談組
織の構築の状況を示し、特に外部報告・相談組織の構築としてはリコーの事例を示した。
ネッツトヨタ南国においては特に推進・相談組織の制度はおかれていないが、従業員の自
主・自律による全員経営の企業文化が定着しており、企業倫理は企業文化の根幹となって
いるので、企業倫理の推進・相談組織の制度化は必要ないことを示した。
第3節では、企業倫理の教育・訓練を論じた。これからの時代は経営の基本的価値に対
する判断能力の開発が不可欠であるので経営理念（企業の価値観）の徹底のための社員教
育が必要となる（水谷1995）ことを示し、企業倫理の教育・訓練のOJTおよびOFF･JT
の優劣を論じ、OJTの重要性を論じ、企業倫理の階層別教育・訓練体系（水尾、2003)を
示した｡OFF-JTとしては解のないケースを討論し参加者が解を見出すケースメソッド法が
効果的であることを論じた。事例としては富士ゼロックスの倫理教育・訓練の体系および
雪印乳業の倫理教育・訓練体系を示した。さらにネッツトヨタ南国の倫理教育・訓練の思
想を示した。ネッツトヨタ南国は倫理教育・訓練体系を定めていないがサービスレベルの
能力要件・能力開発の仕組みにおいて企業倫理を守ることは当然としていることを示した。
第4節では、教育・訓練を超えた学習について論じた。企業倫理の浸透・定着について
はOJTの重要性について第3節で論じたが、OJTが含まれる、状況的学習理論『状況に埋
め込まれた学習（正統的周辺参加)｣(Lave=Wenger、1991)により企業倫理の浸透・定着
が効果的に行われる学習・仕事環境について論じた。状況的学習理論では教育と学習を独
立の営みと見倣しており、教育は個人の頭の中に知識を詰め込むこととしているが学習は
個人の頭の中ではなく実践共同体への参加の過程に位置付けられていて、学習とは「学ぶ
という営みをどういうこと（実践）としているか」によるのである。この理論から学習が
効果的に行われる学習・仕事環境を論じ、その検証のために、ネッツトヨタ南国および』・
アート・レストランシステムズの学習・仕事環境を示し、状況的学習論による学習・仕事
環境の存在を確認した。この学習・仕事環境は良き徒弟制度と呼べるものであり、その成
立の為のポイントを論じ、状況的学習論と学習・仕事環境（良き徒弟制度）と経営倫理の
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関係図を示した。
第5節では、企業倫理の内外への情報発信を論じた。企業内の情報発信の基本は情報公
開であり自由なコミュニケーションに基づくインタラクティブな情報交換が企業倫理の浸
透・定着の為には必要であることを論じ、経営における情報公開、交換の仕組みについて
ミーティング、イントラネット、壁新聞等などの活用を示した。企業外への情報発信につ
いては企業外への情報発信が企業の信頼を高めると同時に企業経営に緊張感をもたらし、
経営者・従業員に対し社会的責務を実感させ、企業倫理の浸透・定着に役立つことを論じ
た。企業外への情報発信は広告、パブリシティ、ウエブサイト、企業活動、サステナビリテ
ィ、CSR報告書などにより行われることを論じた。事例として富士ゼロックスのサステナ
ビリテイレポート2011の第三者意見、雪印乳業の活動報告書2007の役員、社員に対する
アンケート調査結果などを示した。
第6節では、企業倫理のレベル評価を論じた。経営理念の浸透・定着の実践からはじま
る、企業倫理の内部制度としての重要事項の実践における企業倫理の浸透・定着の度合い
を評価するものであり、PDCAのCheck(評価)Action(改善）に該当する。評価の方法
に関しては、まず組織内ミーティングにおける常時評価の方法をリッツ・カールトン・ホ
テルの事例により、次にアンケート調査などによる評価の方法を一般論により示した。最
後に日本経営品質賞アセスメント基準による評価の方法、すなわち日本経営品質賞アセス
メント基準による社内における自己評価（セルフアセスメント）により企業の企業倫理の
レベル・成熟度を測定し、改善を行う方法論を論じた。アメリカのマルコム・ボルドリッ
ジ国家品質賞をベンチマーキングし日本経営品質賞アセスメント基準において不足してい
る企業倫理に関するアセスメント項目の追加に関して具体的にその内容を示した。また企
業倫理のレベルに関しては成熟度の考え方を導入し企業倫理のレベル・成熟度表を作成し
図示した。
第11章では、企業文化の変革を企業の目的達成への道として論じた。まず企業文化の概
念について論じ、水尾（2003）の定義である「企業の組織全体、また組織構成員に共有さ
れた普遍的な価値観や考え方、意思決定・行動の判断基準にもとづき、長年にわたり形成
され､組織内外から共通に認識される行動パターンを概念化したものである」を示し､Shein
（1999）が企業文化（文化）を「共有された暗黙の仮定」と述べていることを引用した。
企業文化の変革に関わる大きな要素は経営が持つ信念と価値観、コミュニケーションの技
術である(Normann、1984)。すなわち、これまで述べてきた経営における企業倫理の浸
透・定着に関する経営理念からはじまる効果的な仕組み・仕方（実践手法）である重要事
項（6項目十6小項目)が企業文化の変革に関わる大きな要素であり、それらを戦略課題と
して着実に実行することにより企業文化の変革が生じることを論じた。経営理念（基本価
値観）を重要事項の実践を通じて企業の構成員の心に浸透・定着させることにより日本の
伝統的価値観に根差す企業倫理に基づく意思決定、行動が可能になり、このことが「経営
理念から企業文化にいたる経営における善循環サイクルの構築」であり、経営理念からは
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じまるすべての重要事項が相互に善的に絡み合い関係しあって企業文化を変革し企業目的
の達成に向かうのである。理解を深めるために善循環サイクルの模式図（図22）を作成し
示した。この善循環サイクルの構築が企業の未来に向けての持続可能性を実現させること
を確信するものである。そして日本の伝統文化に基づく企業倫理を推進し、グローバルに
発信することが期待されるのである。
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